
国土利用計画審議会・国・市町村長意見とその対応
県民コメント結果とその対応

資料１－２



１ 第74回国土利用計画審議会における意見について 令和５年７月２０日
埼玉県土地水政策課

１

令和5年1月26日（木）の第74回国土利用計画審議会で「第５次埼玉県国土利用計画」の計画書案に
ついて、委員の方々の意見を伺った。

◆意見件数：13件

＜意見及び対応一覧＞
番号 委員名 該当箇所 頁 御意見 修正内容等

1 諸井委員 第１　１「県土利用の基本理念」 2
　「日本一暮らしやすい」とは、どういう姿が暮らしや
すいと考えているのか。埼玉県の特色を踏まえ、どう
いう姿を目指すか、はっきりしないと意味がない。

2 黒川委員 第１　１「県土利用の基本理念」 2
　各種政策を通じて本県の重要課題を解決し、「日本
一暮らしやすい埼玉」の実現につなげるように、ストー
リーを持たせると分かりやすい。

3 田中規夫委員
第１　４（２）「イ　安心・安全を実
現する県土利用」

8
　基本理念に、首都東京に隣接しているという埼玉県
の特色(バックアップ機能)が入っていない。

　下記の文章を７行目の「・・・・公共施設はリスクの少ない土地利用への誘導
を図る。」の次に追加しました。

　「また、本県は関東の中心に位置し７つの都県と県境を接していることから、
大規模地震などの広域災害時には、避難の受け皿や応援・受援の拠点として
重要な役割を担っており、緊急輸送道路などの確保が重要となる。」

4 日下部委員
第１　４（２）「イ　安心・安全を実
現する県土利用」

8
　重要土地等調査法の記載で、「安全上重要な」を
「安全保障上重要な」とした方がよい。

　「安全保障上重要な」に修正しました。

5 白石会長 第１　５「(2)森林」 10
　森林の基本方向は「保全林」と「経済林」に整理して
記載した方がよい。

　保全林の説明として下記の文章を追加しました。

　「奥地森林など林業経営が成り立ち難い人工林については、針広混交林化
や広葉樹林化を目指した公的整備を推進し、水源涵養などの公益的機能の
発揮を図る。」

　経済林の説明として下記の文章を追加しました。

　「一方、自然条件や社会条件のよい森林については、スマート林業や施業
の集約化の推進、林道などの整備や高性能林業機械の導入などとともに、安
定的な供給体制の整備や公共施設などにおける利用の推進により県産木材
の利用の拡大を図り、「伐って・使って、植えて、育てる」森林の循環利用を推
進する。」

　下記の文章を追加しました。

　「本計画では、本県の最大の課題である超少子高齢社会への対応と喫緊の
課題である災害・危機管理対応などに県土の利用面から取り組み、「あらゆる
人に居場所があり、活躍でき、安心して暮らせる社会である『日本一暮らしや
すい埼玉』」の実現を目指す。」



２

番号 委員名 該当箇所 頁 御意見 修正内容等

6 窪田委員
第１　５「ウ　その他の宅地（流通
業務用地、商業施設用地など）」

12
　今後は再開発を進めるというよりは、既存の開発箇
所の質を高めていくことが重要ではないか。

　「リノベーションによる既存施設の活用」を追記しました。

7 村岡委員 第３　１（１）ア「(ｱ)農地」 22
　荒れた生産緑地があると聞いた。「良好な生活環境
に資する」とはどういうことか具体的に記載してほし
い。

　「営農が継続されるように」を追記しました。

8 田中規夫委員
第３　１（２）「ア　埼玉版流域治
水の推進」

26
　老朽化した排水機場などの既存インフラの維持管
理や更新の視点があるといい。

　「排水機場などの適切な維持管理・更新による機能の保全を図る」を追記し
ました。

9 田中規夫委員
第３　１（２）「ア　埼玉版流域治
水の推進」

26
　ミニ開発の雨水流出抑制について、法律や条例を
見直していく様な記載があるといい。

　ミニ開発等の雨水流出抑制対策については、条例ではなく流域での治水対
策として河川事業で住宅に雨水の浸透貯留桝設置を行っております。
　そこで、7行目の「雨水浸透桝などの流域貯留浸透…」の前に「小規模開発
や既存住宅でも設置可能な」を追記しました。

10 小口委員
第３　１（３）ウ「(ｱ) 多様な自然環
境の保全」

29
　人口減少を踏まえ、長期的な視点に立って、野生動
物との境界を管理するなど生態系の記載をもう少し
書いてもよいのではないか。

　「野生鳥獣を誘引しない環境づくりなどを行う。」を追記しました。

11 白石会長
第３　１（３）ウ「(ｵ) ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗ
ﾙの実現」

30
　「カーボンニュートラルの実現」に、森林がＣＯ２の
吸収源であることや適切な管理でカーボンクレジット
を生み出すことを記載してほしい。

　カーボンクレジットを説明したポンチ絵を追加するとともに、文章として「森林
においては、森林整備などの二酸化炭素吸収活動によるカーボンクレジットの
創出につなげることで、更なる森林整備を促進する。」を追加しました。

12 小口委員
第３　２「⑵  県土に関する調査
の推進及び県民への情報提供」

31
　本計画をＧＩＳやリモートセンシングなどデジタル化さ
れたデータで管理していくことを文言として入れた方
がよいのではないか。

　「地理システム（ＧＩＳ）など」を追記しました。

13 宮崎あかね委員
第３　２「⑶　計画の総合的な点
検」

31
　本計画には面積の指標しかない。戦略的に政策を
進めるための指標を計画期間内に定めた方がよい。

　指標については埼玉県5か年計画などの個別の指標も検証に活用するため
「各種指標などを活用し」を追記しました。



２ 国との意見交換結果について 令和５年７月２０日
埼玉県土地水政策課

国において策定中の第６次国土利用計画（全国計画）との整合を図るため意見交換を実施

◆実施期間：令和５年４月28日～５月19日

◆意見件数：３省から４件

＜意見及び対応一覧＞
省庁 該当箇所 頁 意見・理由 意見に対する考え方

第１　県土の利用に関する基本構
想

10

第２　県土の利用区分ごとの規模
の目標及び地域別の概要

16

第３　日本一暮らしやすい埼玉を実
現するための措置の概要

22

国土
交通省

第３章　日本一暮らしやすい埼玉を
実現するための措置の概要

21

法定の計画事項が記載されていることを明確化するため、第３章が
国土利用計画法施行令の第1条第1項第３号「前号に掲げる事項を
達成するために必要な措置の概要」に関する記載内容であることが
わかるよう、本文中に文言を追加して補足、又は注釈を入れるなど、
検討願いたい。

御意見を踏まえ、21ページの２行目から３行目につい
て、『このため』を『「第２ 県土の利用区分ごとの規模
の目標及び地域別の概要」を実現するため』に修正し
ます。

関係資料集 -

当方で公表している国勢調査の結果数値（昭和25年）は2,146,445
人であり、万人単位にする際、四捨五入すると215万人になる。他の
調査年では四捨五入していると拝察したため、当該調査年の端数
処理を御確認いただけないか。

御意見のとおり修正します。

関係資料集 -

同じ地域で計算した「３地域別人口の推移と将来推計」は計算結果
が一致したが、「４地域別世帯数の推移と将来推計」は一致しな
かったため、念のためお知らせする。

国計算結果
○平成27年                               ○令和２年
　・県南　：164（万世帯）　　　　　　　　・県南　：177（万世帯）
　・圏央道：110（万世帯）　　　　　　　 ・圏央道：115（万世帯）
　・北部　：23（万世帯）　　　　　　　　　・北部　：24（万世帯）

御意見のとおり修正します。

令和3年度森林・林業白書内の表現に合わせると、「伐って・使って」
ではなく「伐って、使って」という表記が適当ではないか。

御意見のとおり修正します。
農林

水産省

総務省

３



３ 市町村長からの意見聴取結果について 令和５年７月２０日
埼玉県土地水政策課

国土利用計画法第７条第３項の規定に基づき、県内63市町村長の意見を聴取

◆実施期間：令和５年５月８日～５月22日

◆意見件数：１団体（八潮市）から１件

＜意見及び対応一覧＞

団体名 該当箇所 頁 意見・理由 意見に対する考え方

八潮市
第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要

23

１段落目で「工業団地整備を計画的に進める。」と記載し
ていますが、他のページでは「産業団地」という記載が多
いため、「産業団地」で統一したほうがいいと思います。
　また、用語の解説においては「工業団地」のみを記載し
ているため、こちらも上記の修正に併せて対応をお願いし
ます。

御意見のとおり本文中の記載は「産業団
地」に統一します。
また、「10　用語の解説」から「工業団地」を
削除します。

４



４ 県民コメントの結果について 令和５年７月２０日
埼玉県土地水政策課

土地利用に関する基本的な計画であり、県の行政運営における公正の確保と透明性の向上を
図るため「埼玉県県民コメント制度に関する要綱」に基づき、県民コメントを実施

◆実施期間：令和５年５月１日～５月31日

◆意見件数：５名（個人４、団体１）から26件

＜意見及び対応一覧＞ ※ は計画案に反映できなかった意見

５

No. 該当箇所 頁 意見・理由 意見に対する考え方

1 － 全般

　総論としては目指すべき方向は、特段の異論はなく積極的に推進していただきたいと思います。敢えて付け加えるなら、開
発と保全のメリハリをつけて頂きたいと思います。
　人口減少・少子高齢化が進む中で、本政策を織り込むことで農地や森林の開発を抑制していく方向であると理解しました。
　令和元年東日本台風など、地球温暖化に伴い、県内でも自然災害が甚大化しているので、災害の軽減化やCO2削減の
観点でも、県土の土地利用として開発を一定程度抑制し、農地や森林を保全していくことは最重要であると考えます。

　農地や森林等は周辺の土地利用との総合的な調整を図りつつ保全に努め、開発に
ついては環境等に配慮しながら適切に進めるなど、計画策定後引き続き適正に運用し
てまいります。

2

第１章　県土の利用に関する基
本構想

２（３）土地利用状況の推移

3

平成20年から令和2年の12年間で農地が73km2、森林が18km2も減少している。

《意見》
　上記の理由が明らかになっていない。何に転用されたのか。
　森林がなくなって何に変わったかについて「流通倉庫以外はソーラー」ではないかと言われています。　実態を明記すべき
です。

　農地や森林などは、それぞれの個別法で適切に審査し転用しており、許可申請書等
にその理由が記載されています。また、埼玉県国土利用計画は、県土の利用に関する
基本的な方向性を記載するものであり、一つ一つの転用理由やその面積までは把握し
ていません。
　しかし、利用区分ごとの面積変動や目標設定における課題等は捉えておりますの
で、「第１県土利用に関する基本構想」「３基本条件の変化」に記載しています。

3

第１　県土の利用に関する基本
構想

３（３）都市化の進展と気候変動
４（２）県土利用の基本方針

6

①良好な景観、野生生物の生息・生育の確保など機能を果たしてきた。
②気候変動や生態系の破壊による生物多様性の損失、身近な緑の減少などの諸課題に対応するとともに長期的な視点に
立ち、人と自然が調和することを基本に、持続可能な県土利用が必要である。
③上記の課題に対して総合的に取り組むことにより、ＳＤＧｓの基本理念に沿い、 あらゆる人に居場所があり、活躍でき、安
心して暮らせる社会である「日本一暮ら しやすい埼玉」の実現を目指す。
　そして、「日本一暮らしやすい埼玉」の実現に向けての中でも、「人と自然が調和し、持続可能な県土利用」を上げていま
す。

《意見》
　これらの事を進めるために太陽光発電設備の設置が里山や森林を削り自然を壊して進められることに心を痛めている県
民が多くいます。県は本計画において「規制」する立場を明確にすべきです。

4

第１　県土の利用に関する基本
構想

３（３）都市化の進展と気候変動

6

　国土利用計画第7条第2項で「都道府県計画は、全国計画基本とするものとする」と規定されており、その全国計画の素案
が4月17日に公表されています。
　全国計画素案p.4は、生物多様性の損失が続いていることを、暮らしを支える様々な生態系サービスに大きな悪影響を及
ぼすことから重視し、国内外の動向をも踏まえ、「30by30目標」に言及し、生物多様性の損失を止め、反転させる「ネイチャー
ポジティブ」の考えに根ざした国土利用・管理の推進を掲げています。このことは本県の土地利用についても大切なことと考
えます。
　「生物多様性国家戦略2023-2030～ネイチャーポジティブ実現に向けたロードマップ～」では、「30by30目標」の達成に向
け、県でも目標を設定し、土地利用に関する各種取組の推進が期待されるとされています。
　本計画案に「パリ協定」及び「カーボンニュートラル」と気候変動に関することが書かれていますが、生物多様性に関するこ
とが書かれていません。「昆明・モントリオール生物多様性枠組」や「生物多様性国家戦略2023-2030～ネイチャーポジティ
ブ実現に向けたロードマップ～」に言及しつつ、「30by30目標」の達成や、自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損
失を止め、反転させる「ネイチャーポジティブ」の実現が要請されていることを加筆する必要があります。

　御意見及び第６次国土利用計画（全国計画）原案を踏まえ、「第１県土の利用に関す
る基本構想」の「３（３）都市化の進展と気候変動」について、下記のとおり修正します。

①タイトルを「（３）都市化の進展と気候変動・自然環境」に修正

②第２段落を削除

③第３段落の後に次の文章を追加
　「また、地球温暖化等の気候変動や社会経済活動の拡大に伴い、良好な自然環境の
喪失・劣化とこれに伴う生物多様性の損失が続いており、暮らしを支える生態系ネット
ワークの形成に大きな影響を及ぼしている。そのため、2030年までに陸と海の30％以
上を健全な生態系として効果的に保全する「30by30目標」が掲げられている。このよう
に、生物多様性の損失を止め、反転させる「ネイチャーポジティブ」の実現が要請されて
いる。
　さらに、エネルギーの海外依存リスクの高まりを受け、再生可能エネルギーの導入促
進が求められる中、太陽光発電施設などの設置が進んでいるが、防災面、景観や環境
への影響、使用済みパネルの廃棄等に対する懸念が顕在化している。」



No. 該当箇所 頁 意見・理由 意見に対する考え方

5

第１　県土の利用に関する基本
構想

４ウ人と自然が調和し、持続可
能な県土利用

8,9

　「国土利用計画（全国計画）」素案p.7「国土利用の基本方針」の「健全な生態系の確保により繋がる国土利用・管理」に、
「健全な生態系の保全・再生や広域的な生態系ネットワークの構築・維持に向けて、分野横断的に多様な主体が連携して
取り組むことが重要である」、「その際、グリーンインフラや生態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）などNbS（Nature-based
Solutions）の考え方に根ざした自然環境が有する多様な機能の活用やSDGsの取組によって、地域の社会課題解決を図っ
ていくことが重要である。」が掲げられています。本県における「県土利用の基本方針」の再検討に当たっても重要な内容と
考えます。
　本計画案「ウ人と自然が調和し、持続可能な県土利用」についても、「人と自然が調和する県土利用の観点からは、土地
の利用や管理を通して生活環境と自然環境が調和する関係をつくり出し、広域的な生態系ネットワークを形成し、豊かな環
境を将来の世代に引き継ぐ計画的な土地利用を進めていく」というように「広域的な生態系ネットワークを形成し」を加筆する
必要があります。
　あわせて末尾部分に、「その際、グリーンインフラや生態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）などNbS（Nature-based
Solutions）の考え方に根ざした自然環境が有する多様な機能の活用やSDGsの取組によって、地域の社会課題解決を図っ
ていくという考えが重要である。」を加筆する必要があります。
　加筆の仕方は色々考えられるところですが、生態系ネットワークと言う言葉が示される前、すなわち、「県土利用の基本方
針」を示すこの部分に、全国計画同様に、「生態系ネットワークの形成」を明記しておく必要があります。

　御意見及び第６次国土利用計画（全国計画）原案を踏まえ、以下のとおり修正しま
す。

①第１段落を「人と自然が調和する県土利用の観点からは、土地の利用や管理を通し
て生活環境と自然環境が調和する関係をつくり出すとともに広域的な生態系ネットワー
クを形成し、豊かな環境を将来の世代に引き継ぐ計画的な土地利用を進めていく。」に
修正

②第4段落「・・・整備・保全に努める。」の後に次の文章を追加
　「自然環境が有する多様な機能を活用するグリーンインフラや生態系を活用した防
災・減災（Ｅｃｏ－ＤＲＲ）の取組などによって、地域社会の課題の解決を図ることが重要
である。」

6

第１　県土の利用に関する基本
構想

５（１）農地

9

　農地について、「生活環境上の緑地、保水及び遊水などの多面的機能を有することから･･･その保全を図る」とされていま
すが、今の農地は必ずしも多面的機能を有すると言いきれません。「国土利用計画（全国計画）」素案p.12「農地」では「不断
の良好な管理を通じて国土保全や生物多様性保全等の農業・農村の有する多面的機能の適切な維持・発揮を図る」とさ
れ、農業に多面的機能の観点からマイナス面のあることも直視した書きぶりになっており、本県においても当てはまると考え
ます。
　本計画案「農地」についても、「農地については、県民の豊かな食生活を支える食料供給、生活環境上の緑地、生物多様
性保全、保水及び遊水などの多面的機能の適切な維持・発揮に向けて、周辺の土地利用との総合的な調整を図りつつ、そ
の保全を図り、また、環境への負荷の低減に配慮した農業生産の推進を促進する。」とする必要があります。

　御意見を踏まえ、第１段落を以下のとおり修正します。

　「農地については、県民の豊かな食生活を支える食料供給、生活環境上の緑地、生
物多様性保全、保水及び遊水など農林業・農山村の有する多面的機能が十分に発揮
されるよう、周辺の土地利用との総合的な調整を図りつつ、その保全を図る。また、環
境への負荷の低減に配慮した農業生産を推進する。」

7

第１　県土の利用に関する基本
構想

５（４）水面・河川・水路

11

　「国土利用計画（全国計画）」素案p.13「水面・河川・水路」の部分に、「グリーンインフラ」「Eco-DRR」というこれからの国土
利用・管理に当たってのキーワードが明示され、また、「生態系ネットワーク形成を促進」することによる生物の生息・生育・
繁殖環境やまちづくりと連携した地域経済の活性化に資する良好な水辺空間の保全・創出」という本県においても重要な考
えが示されています。
　本計画案「水面・河川・水路」についても、河川の部分冒頭を「河川については、河川改修を推進するとともに都市化に伴
う雨水浸透機能や保水及び遊水機能の低下を防止するため、森林や農地、湿地の保全を含め、土地利用に応じた雨水流
出抑制対策や流出抑制機能の保全を進める。」とする必要があります。
　また、最後の段落部分について、「その整備に当たっては、治水及び利水機能、多様な生物の生息・生育環境に必要な水
量や水質の確保を図るとともに、自然環境が有する多様な機能を活かしたグリーンインフラやEco-DRRの考えも踏まえ、自
然や親水機能の保全・創出、生態系ネットワークの形成に配慮する。」とする必要があります。

　御意見を踏まえ、最後の段落を以下のとおり修正します。

　「・・・水辺空間の利活用を促進する。また、その整備に当たっては、治水及び利水機
能、多様な生物の生息・生育環境に必要な水量や水質の確保を図るとともに、グリーン
インフラやEco-DRRの考え方を踏まえ、自然や親水機能の保全・創出に配慮する。」

8

第１　県土の利用に関する基本
構想

５（５）道路

11

　「国土利用計画（全国計画）」素案p.14「道路」の部分では、「希少な動植物の保全や自然環境への影響を少なくするため
の工法を採用するなど環境の保全にも十分配慮する」ということが示されています。本県としても重要な内容と考えます。
　本計画案「道路」についても、3段落目の2行目に「整備に当たっては、･･･希少な動植物の保全や自然環境への影響を少
なくするための工法を採用するなど環境の保全にも十分配慮する」を加える必要があります。

　御意見のとおり修正します。

9

第１　県土の利用に関する基本
構想

５（６）イ　工業用地

12

　「国土利用計画（全国計画）」素案p.14「工業用地」の部分に、「工場内の緑地、水域やビオトープなどが希少な植物や水生
生物等の生育・生息環境となっている場合もあるため、その保全に配慮する」と、ネイチャーポジティブに向けた国としての
考えが、具体的に分かり易く書かれています。本県としても重要な内容と考えます。
　本計画案「工業用地」についても、第1段落2行目を「その際、安全性の確保や周辺環境との調和、生物多様性保全等の
観点からの緑地、水域やビオトープの保全・創出などに十分配慮するとともに未利用地の有効利用を図る。」とする必要が
あります。

　御意見及び第６次国土利用計画(全国計画)原案を踏まえて、第２段落の後に以下の
文章を追加します。

　「さらに、工場内の緑地、水域やビオトープなどが希少な植物や水生生物等の生育・
生息環境となっている場合もあるため、その保全に配慮する。」

10

第２　県土の利用区分ごとの規
模の目標及び地域別の概要

１(5)利用区分ごとの規模の目
標

15
　本計画資料「表２県土の利用区分ごとの規模の目標」の説明欄（色分け部）の下から１欄と２欄の間に「２㎢（０．１％）」と
記載されているのに加えて対称地である「原野等」を記載したほうが明瞭だと思います。１欄目に記載されているので省略し
たものと思うが、短文であり同様に記載したほうが一見して理解できるメリットがあります。

　御意見を踏まえ各項目に利用区分を追記して修正します。

６
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No. 該当箇所 頁 意見・理由 意見に対する考え方

11

第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要

１（１）（ｵ）道路

22

12

第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要

１（１）（ｶ）a住宅地

23

13

第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要

１（１）ウ土地利用転換を行う上
での適正な調整

25

　「土地利用の転換を図る場合には、不可逆性と影響の大きさに十分留意し…適正に行う」とし「大規模太陽光発電施設な
ど再生可能エネルギー施設の設置に際して…①周辺の土地利用状況や自然環境、景観、防災などに配慮し、適切な管理
に努める。②土地利用規制の観点からみて無秩序な施設立地などの課題が生じている地域においては、制度の的確な運
用を通じ、地域の実情に応じた総合的かつ計画的な土地利用の実現を図る。③低未利用地の有効利用を最優先とすること
によって、自然的土地利用の転換を抑制することを基本とし、次の点に留意するものとする」「大規模な土地利用転換…①
農地や森林からの大規模な土地利用転換については、その影響が広範囲であるため、周辺地域も含めて事前に十分な調
査を行い、県土の保全と安全性の確保、環境の保全と景観との調和などに配慮しつつ、適正な土地利用の確保を図る。②
住民の意向など地域の実情を踏まえた適切な対応を図るとともに、市 町村の基本構想などの総合的な計画、公共用施設
の整備や公共サービスの供給計画などとの整合を図る。」

《意見》
以上について…重要であり評価するものです。

　計画策定後、引き続き適正に運用してまいります。
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第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要

１（１）ウ土地利用転換を行う上
での適正な調整

25

　「国土利用計画（全国計画）」素案p.21「土地の有効利用・転換の適正化」の部分に、「水害被害の軽減など多様な機能を
発揮するグリーンインフラやEco-DRRとして都市部の緑地を保全・活用するなど、安全・安心の観点から、農地や森林等の
有効利用を促進する」ということが書かれています。本県としても重要な内容と考えます。
　本計画案「土地利用転換を行う上での適切な調整」についても、2段落目の次に「水害被害の軽減など多様な機能を発揮
するグリーンインフラやEco-DRRとして都市部の緑地を保全・活用するなど、安全・安心の観点からは、農地や森林等の有
効利用を促進する。」を追加する必要があります。

　御意見を踏まえて、最後の段落を以下のとおり修正します。

　「また、低未利用地の有効利用を最優先とすることによって、グリーンインフラやEco-
DRRとしての農地や森林等からの転換を抑制することを基本とし、次の点に留意するも
のとする。」

15

第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要

（２）ア埼玉版流域治水の推進

26

　衆議院国土交通委員会「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（令和3年4月7
日）において「流域治水の取組においては、自然然環境が有する多様な機能を活かすグリーンインフラの考えを推進し、災
害リスクの低減に寄与する生態系の機能を積極的に保全又は再生することにより、生態系ネットワークの形成に貢献するこ
と。」というように「生態系ネットワークに貢献すること」とされました。参議院国土交通委員会「特定都市河川浸水被害対策
法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議」（令和3年4月27日）も同様です。
　また、「国土交通省環境行動計画」（令和3年12月）p.24において「流域治水の推進に当たっては、自然環境が有する多様
な機能を活かしたグリーンインフラの活用を推進し、遊水地等による雨水貯留浸透機能の確保・向上を図るとともに、災害リ
スクの低減に寄与する生態系の機能を積極的に保全又は再生することにより、生態系ネットワークの形成を推進する。」と
いうように「生態系ネットワークの形成を推進する」とされました。
　「国土利用計画（全国計画）」素案p.23でも「広域的な生態系ネットワークの形成に貢献する自然生態系を積極的に活用し
た防災・減災対策を推進」とされています。
　これらはいずれも本県においても重要なことと考えます。
　以上のことから、「埼玉版流域治水の推進」でも、第2段落4~5行目を「施設の整備に当たって、流域内の土地利用との調
和や生態系の有する多様な機能の活用などに配慮し、また、生態系ネットワークの形成にも貢献する。」とする必要があり
ます。

　第６次国土利用計画（全国計画）原案３（３）ア国土の保全と安全性の確保において
は「自然災害への対応として、流域内の土地利用との調和、生態系の有する多様な機
能の活用等にも配慮した治水施設や砂防関係施設等の整備」と記載されています。埼
玉県計画においても同様の記載をしており、御意見の附帯決議や国土交通省環境行
動計画の趣旨を踏まえていると考えています。
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第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要

（３）ア持続可能なまちづくりの
推進

28

　農地や森林は、先にも記載の通り保全をしていくことが最重要と思います。
　一方で、既成市街地等については、人口・産業・商業が既に集積しており、インフラ（道路・鉄道など）も整備されているの
で、これらを活用しながら、適度な高度利用を図りながら、適度なコンパクトシティ化を目指すべきと思います。（圏央道沿線
など整備中エリアも同様）
　土地利用の観点とは異なりますが、道路（交通渋滞）や鉄道（混雑）は未だ改善すべき点もあると思いますので、現計画
中・事業中の事業は早期実現を切望します。

　御意見のとおり、コンパクトシティについては「（３）ア持続可能なまちづくりの推進」で
記載しています。
　道路（交通渋滞）や鉄道（混雑）に関する御意見は、個別の事業を実施する上で参考
とさせていただきます。

　同資料（オ）「道路」上から２行目「・・・多重化を図るともに・・・」及び（カ）a「住宅地」の上から１行目「・・・災害対策を推進す
るともに・・・」とあるのは、いずれも「とともに」とするところを「と」の一字が抜けているので指摘いたします。

　御意見のとおり修正します。



８

No. 該当箇所 頁 意見・理由 意見に対する考え方
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第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要

（３）イ(ｱ)みどりの保全・創出

28

　「生物多様性国家戦略2023-2030」p.90では、「生態系の健全性の回復」という部分に、「在来種を用いた緑化に当たって、
地域性種苗の利用等の必要な配慮を行う」ということが書かれています。本県としても重要な内容と考えます。
　また、「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」に基づく「環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環
境教育並びに協働取組の推進に関する基本的な方針」p.15では、学校において「地域在来の植物に配慮した緑化やビオ
トープづくり」という表記があります。
　「生物多様性国家戦略2023-2030」p.44でも、「生物多様性に係る環境教育・環境学習等の推進」という部分に、「学校・園
庭ビオトープ」という表記があります。
　いずれも「芝生化」という表記はされていません。
　本計画案「みどりの保全・創出」についても、第2段落2行目を「市町村や事業者が実施する地域在来の植物を用いた建物
の緑化及び園庭などでのビオトープづくりに対する助成などにより、都市における身近な緑を創出するとともに、県民の環境
意識の醸成を図る。」とする必要があります。

　御意見のとおり修正します。
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第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要

（３）イ(ｲ)川との共生

28

　「国土利用計画（全国計画）」素案p.13「水面・河川・水路」の部分に、「自然環境の保全・再生や生態系ネットワーク形成の
促進」と「地域経済の活性化に資する良好な水辺空間の保全・創出」を両立させるという、本県においても重要な考えが示さ
れています。
　本計画案「川との共生」についても、第1段落1～2行目を「埼玉が持つ川のポテンシャルを生かし、自然環境の保全・再生
や生態系ネットワークの形成を促進することにより、生物の生息・生育・繁殖環境やまちづくりと連携した地域経済の活性化
に資する良好な水辺空間の保全・創出を図る。」とする必要があります。
　また、第2段落1行目を「また、民間事業者などのアイデアやノウハウをもとに、河川や調節池において自然環境の保全・再
生を前提に水辺空間を利用したカフェやイベントスペースなどを創出する。」とする必要があります。

　御意見及び「埼玉県5か年計画」の施策42「恵み豊かな川との共生」の施策内容を踏
まえて、第一段落を以下のとおり修正します。

　「グリーンインフラ及びその活用・展開の場でもある豊かで清らかな川を本県の大切な
財産として未来に残すため、川との共生に取り組む。川の国応援団を始め県民・団体・
企業の連携のもとで持続して活動が行われるように県が支援する「SAITAMAリバーサ
ポーターズ」の取組を推進し、地域による持続的かつ自立的な改善行動や維持管理活
動につなげる。」

19

第３章　日本一暮らしやすい埼
玉を実現するための措置の概
要

（３）ウ(ｱ)多様な自然環境の保
全

29

　「生物多様性国家戦略2023-2030」p.60では、「各主体に期待される役割と連携」という部分に、「「30by30目標」の達成に
向けては、市町村あるいは都道府県レベルでの目標を設定し、都道府県立自然公園や条例に基づく保護地域はもちろん、
より地域に根ざした地域住民に大切にされている里山やビオトープ、境内地、都市緑地等を、地域住民や地域の企業等と
一体となって保全することが期待される」と書かれています。本県としても重要な内容と考えます。
　本計画案「多様な自然環境の保全」についても、1段落目を「30by30目標の達成に向けて、市町村及び本県がそれぞれ目
標を設定し、高い価値を有する原生的な自然や希少な野生生物が生息・生育する区域などについては、自然公園制度に基
づく県立公園や条例に基づく保護地域などにより保護・保全するほか、より地域に根ざした地域住民に大切にされている里
山やビオトープ、境内地、都市緑地等を、地域住民や地域の企業等と一体となって保全を図る。」とする必要があります。

　御意見を踏まえて第１段落を以下のとおり修正します。

　「高い価値を有する原生的な自然や希少な野生生物が生息・生育する区域などにつ
いては、自然公園や自然環境保全地域の適正管理などにより保全を図る。」に修正し
ます。

20

第３章　日本一暮らしやすい埼
玉を実現するための措置の概
要
（３）ウ(ｱ)多様な自然環境の保
全

29

　「国土利用計画（全国計画）」素案p.23「自然環境の保全・再生・活用と生物多様性の確保」という部分に、「森・里・まち・
川・海のつながりを確保した広域的な生態系ネットワークの形成のため、流域レベルや地域レベルなど空間的なまとまりや
つながりに着目した生態系の保全・再生を進める」等のことが書かれていますが「配慮する」という書き方はされていませ
ん。
　本計画案「多様な自然環境の保全」についても、2段落目を「いずれの地域においても、生物多様性を確保する観点から、
森林、農地、都市内緑地、水辺、河川などをつなぐ生態系ネットワークの形成に配慮する」を「を推進する」とする必要があり
ます。

　御意見のとおり修正します。
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第３章　日本一暮らしやすい埼
玉を実現するための措置の概
要
（３）ウ(ｱ)多様な自然環境の保
全

29

　「国土利用計画（全国計画）」素案p.23「自然環境の保全・再生・活用と生物多様性の確保」の部分に、生態系や種の分布
等の変化の状況をより的確に把握するためのモニタリング、に加えて「国民の生命や生活の基盤となる生物多様性及び生
態系サービスへの影響を把握するための調査・研究を推進する」ということが書かれています。本県としても重要な内容と考
えます。
　本計画案「多様な自然環境の保全」についても、第3段落1～2行目を「生態系の変化を的確に把握するためモニタリング
や、国民の生命や生活の基盤となる生物多様性及び生態系サービスへの影響を把握するための調査・研究を推進する。」
とする必要があります。

　御意見を踏まえて、第４段落の前段部分を以下のとおり修正します。

　「また、生態系の変化を的確に把握するためモニタリングや、県民の生命や生活の基
盤となる生物多様性及び生態系サービスへの影響を把握するための調査・研究を推進
する。」
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第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要
１（３）ウ(ｱ)多様な自然環境の
保全

29

　多様な自然環境の保全について…①高い価値を有する原生的な自然や希少な野生生物が生息・生育する区域などにつ
いては、自然公園制度に基づく県立公園などにより保全を図る。②里山は、適切な農林業活動や民間などによる保全活動
の促進、必要な施設の整備などを通じて自然環境の維持・形成を図る。③自然が劣化・減少した地域については、自然の再
生・創出により質的向上や量的確保を図る。④いずれの地域においても、生物多様性を確保する観点から、森林、農地、都
市内緑地、水辺、河川などをつなぐ生態系ネットワークの形成に配慮する。⑤国、市町村など様々な計画を段階的・有機的
に連携させる。⑥生態系の変化を的確に把握するためモニタリングや調査・研究を推進する。⑦野生鳥獣による被害防止の
ため、侵入防止柵などの整備や鳥獣の保護・ 管理を行う人材育成、野生鳥獣を誘引しない環境づくりなどを行う。⑧自然の
特性に応じた自然とのふれあいの場の確保とエコツーリズムを推進する。

《意見》
　上記について…具体的な提案は重要であり評価するものです。

　計画策定後、引き続き適正に運用してまいります。



９

No. 該当箇所 頁 意見・理由 意見に対する考え方
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第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要
（３）ウ（ｵ）カーボンニュートラル
の実現

30

「地球温暖化対策を加速し、カーボンニュートラルの実現に向けて、再生可能エネルギーの普及拡大に努め、適正かつ適切
に設置・管理を実施していく」
《意見》
とありますが太陽光発電設備の設置については上記の方針との整合性を図り例えば「なお、太陽光発電設備の設置につい
ては自然環境の保全を図り、地域との共生を図ること」などの文言を入れるべきです。

　ここでは家庭部門や産業・業務部門でのカーボンニュートラルの実現について記載し
ています。御意見についてはP25で既に記載されているため原案のとおりとさせていた
だきます。

24

第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要
（３）ウ（ｶ）環境影響評価制度等
の推進

31

　「良好な環境を確保するため、環境に影響を及ぼすおそれのある開発については環境影響評価制度の適切な運用を図
る。 また、事業特性を踏まえつつ公共事業などの位置や規模などの検討段階において環境的側面の検討を行うことなどに
より、適切な環境配慮を促進し、土地利用の適正化を図る」としていますが、上記の「土地利用の転換」に際しても「環境影
響評価」を行うべきです。

　環境評価制度は、環境影響評価法や埼玉県環境影響評価条例において評価対象事
業などを定めており、御意見については、これらの運用に当たっての参考とさせていた
だきます。
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第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要
（３）ウ(ｶ)環境影響評価等の推
進

31

　「環境影響評価制度の適切な運用」だけでは、開発事業による生物多様性の損失が少し抑制される程度でしかありませ
ん。
　2030年までに生物多様性のこれ以上の損失を止め反転させるとのネイチャーポジティブの実現に向けた国土形成のため
には、環境影響評価制度への生物多様性オフセット（開発事業による生物多様性への損失を正味ゼロ（ノー・ネット・ロス）と
する考え、損失分以上の措置を講じて影響をプラスにする場合（ネット・ゲイン）も含む。）の考えの早期導入が不可欠です。
　本県は、全国に先駆けるかたちで戦略的環境アセスメント制度を導入するなどしてきた実績があります。
本計画案「環境影響評価制度等の推進」の末尾部分に「さらに、ネイチャーポジティブの考えに根差した県土の利用・管理
に向け、生物多様性オフセットの考えの導入を検討する。」を加える必要があります。

　埼玉県国土利用計画は県土の利用に関する基本的な方向性を記載するものであり、
環境影響評価に係る考え方を記載するものではないため、原案のとおりとさせていただ
きます。
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第３　日本一暮らしやすい埼玉
を実現するための措置の概要
（３）ウ(ｶ)環境影響評価等の推
進

31

◎今後も様々な開発が見込まれる。

　その際、大切になるのが、「自然との調和」である。
　そのためには、自然の実態を把握し、環境保全を確実に行うことが重要である。
　ところが、環境影響調査が必須となる開発は、巨大開発のみである。
　適切な国土利用のためには、小規模な開発であっても、せめて簡易な環境影響調査を義務づけるようなことができないだ
ろうか。

　環境評価制度は、環境影響評価法や埼玉県環境影響評価条例において評価対象事
業などを定めており、御意見については、これらの運用に当たっての参考とさせていた
だきます。


